平成２７年度
国の施策並びに予算に関する提案・要望
（教育関連）
平成２６年７月
大阪府
　日頃から、大阪府教育行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、大阪府では、昨年３月、大阪の教育の10年の羅針盤となる「大阪府教育振興基本計画」を策定いたしました。また、基本計画で位置づけた「10の基本方針」の下、基本計画の計画期間（平成25年度～34年度）のうち、前半５年間で実施すべき具体的な取組みについて整理した｢事業計画｣を取りまとめ、大阪の教育の充実に取り組んでいるところです。
　本府における様々な教育課題を踏まえ、保護者及び地域住民のニーズに的確に対応した教育施策を推進するためには、国・広域自治体・基礎自治体の役割分担を徹底し、地域がその実情にあった施策を展開できるように地方分権改革を推進していくことが必要です。その一方で、当面の間は、国の責任による教育施策の充実・強化が不可欠です。
　平成27年度の国家予算編成にあたりましては、本府の財政状況や課題解決に向けた取組みについて十分ご理解いただき、喫緊の課題に対する真に必要な提案・要望事項の実現のため、格別のご配慮をいただきますようお願い申し上げます。

大阪府知事　　松 井　一 郎
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１．豊かな心の育成
(１) いじめ対策等総合推進事業の拡充
本府におけるいじめ認知件数は小・中学校とも増加しており、また、暴力行為の発生千人率は全国の２倍以上の傾向が継続するなど厳しい状況にある。加えて、近年、特にスマートフォンやインターネットの普及に伴い、誹謗中傷等の書き込みによるいじめや、ネットへの画像の流出等の事案も急増しており、これら生徒指導上の対策は喫緊の課題である。
このような生徒指導上の課題解決の一つとして、府教育委員会では、「５つのレベルに応じた問題行動対応チャート」を作成し、市町村教育委員会へその活用を働きかけている。
本チャートで示した対応例にある専門家や関係機関との連携を進めていくため、本府では、これまでから「いじめ問題への対応等生徒指導上の諸問題に関する先進的調査研究」を活用してきていた。しかしながら、平成26年度に国予算が大幅に削減され、事業を縮小せざるをえない状況となっている。
本府の厳しい状況を鑑みると、新たな取組みも必要であることから、本予算の拡充に係る財源措置を講じられたい。〔国庫額(大阪府分)：平成25年度7,873千円、平成26年度2,500千円〕
(２) スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置
いじめや不登校などへのきめ細やかな対応を図り、学校の教育相談体制を充実させるため、引き続き、スクールカウンセラーの配置に係る財源措置を継続されたい。〔国庫額（大阪府分）：平成26年度124,892千円〕
あわせて、さまざまな環境におかれた児童生徒の支援のため、学校と福祉をつなぐスクールソーシャルワーカーの配置に係る財源措置についても継続されたい。〔国庫額（大阪府分）：平成26年度8,771千円〕
２．特別なニーズに対応した教育の推進
(１) インクルーシブ教育の望ましい姿の検討
本府では、知的障がい支援学校に在籍する児童生徒数の増加や教育ニーズの多様化に対応するため、平成27年度までに府内４地域に支援学校を新設するとともに、小中学校における支援学級・通級指導教室の増設や、高等学校における自立支援コース・共生推進教室の設置など、これまでも、障がいのある児童生徒の教育環境の整備充実に取り組んできた。
国において、インクルーシブ教育システムの構築に向けた取組みがすすめられる中、本府においても、これまでの取組みの成果と課題を分析・検証しつつ、中長期的な視点に立ち、府としてめざすべきインクルーシブ教育システムのあり方を検討している。
ついては、今後、所要額の試算とあわせて制度改善を提案したいと考えているので、その実現に向け、必要な法改正や財源措置などの支援をぜひともお願いしたい。
（２）支援を必要とする児童生徒の教育環境の充実
障がいのある児童生徒数の増加や重度・重複化、ニーズの多様化を踏まえ、支援を必要とする児童生徒の教育環境の充実は喫緊の課題であることから、平成27年度において、以下の措置を講じられたい。
(ｱ) 特別支援学校において、必要な支援を行うための専門職員（看護師、ＰＴ(理学療法士)、ＯＴ(作業療法士)、ＳＴ(言語聴覚士)、臨床心理士、就労支援コーディネーター等）を標準法定数で新たに配置することを可能とする制度改正
(ｲ) 特別支援学校の教室数の不足等に対応するため、教室転用工事に対する補助制度の改善や所要額の確保〔教室転用工事費（平成26年度府予算額）：3,831千円〕
(ｳ) 高等学校に特別支援学級や通級指導教室を設置することを可能とする制度改正
(ｴ) 小中学校における指導体制の充実に向け、特別支援学級及び通級指導教室について設置主体である市町村が必要とする増設数を確保するための人的措置〔通級教室数：平成24年度203、平成25年度213、平成26年度213〕
３．教育費負担の軽減に向けた経済的支援
(１) 奨学施策の充実

　　独立行政法人日本学生支援機構が実施している第一種（無利子）奨学金の予約採用者数は、平成17～21年の間は、全国で約３万３千人であったが、採用枠の拡大を要望し続けた結果、平成22年度以降は拡大し、平成26年度では約10万人が採用されている。
しかしながら、採用率は全国で59.3％であり、無利子貸与を受給する資格があるにも関わらず、申請した生徒のうち約４割が希望の第一種奨学金を受けることができない実態があることから、無利子貸与の貸付枠のより一層の拡大、第一種奨学金に適用されている所得連動返済型奨学金の第二種奨学金への適用拡大や、給付型奨学金の創設など制度の充実、改善を図られたい。
４．現場重視の学校運営・地方教育行政の改革
(１) 県費負担教職員に係る市町村への権限移譲
大阪府では、地方分権をより一層推進する観点から、義務教育の実施主体である市町村の権限と責任を明確化するため、条例による事務処理の特例制度を活用し、小中学校の教職員の人事権を平成24年度から豊能地区３市２町（豊中市、池田市、箕面市、豊能町、能勢町）へ移譲した。
本年６月、県費負担教職員の人事権を有する指定都市に対して、給与等の負担・定数の決定・学級編制基準の決定を移譲することを内容とする「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」が公布され、平成29年度を目途に移譲されることとなった。

県費負担教職員の人事権と給与負担は一致すべきであることから、市町村がより主体的に義務教育を実施することができるよう、特例制度により人事権を移譲した市町に対しても指定都市と同様の扱いがなされるよう、必要な措置を早急に進められたい。
また、地域の特色ある教育に応じた人材確保や人材育成を行えるよう、県費負担教職員の人事権移譲については、「義務付け・枠付けの第４次見直しについて」（平成25年3月12日閣議決定）において示されている中核市への権限移譲の方向性も踏まえ、小規模市町村の理解を得てブロック単位での移譲に向けた取組みを進める市町村に対する支援措置を設けるなど、推進されたい。
５．きめ細かで質の高い教育に対応するための教職員等の指導体制の整備
(１) 教育条件整備に向けた支援
国において、義務教育期間の見直しや学校段階間の連携などの学制のあり方全体についての検討がすすめられている中、本府においても、児童生徒の発達段階に適した指導形態と教員の多忙化解消という２つの課題解決に向け、少人数学級編制及び習熟度別指導の効果的な実施方法やクラブ活動の指導体制のあり方について検討しているところであり、今後、具体的かつ現実的な方策を提案したいと考えている。
ついては、今後、当該方策を本府で実施するにあたり、必要となる人的措置などの支援をぜひともお願いしたい。

